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研究成果の概要（和文）： 近時の電気通信技術の著しい発展と価格低下という状況を前提として、日本所在の保険契
約者が海外所在の外国保険業者と直接に保険契約を締結する規制（海外直接付保規制）のあり方について検討を行った
。具体的には、第１に、他の参入規制である外国保険会社規制等との整合性を検証した。第２に、今後の海外直接付保
規制のあり方について立法論的に検討した。

研究成果の概要（英文）：In view of the recent rapid development of the electric communication technology, 
I have examined Japanese regulation of the direct insurance contracts between Japanese residents and 
foreign insurers.

研究分野：保険法
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１．研究開始当初の背景 
近時における電気通信技術の著しい発展
と価格低下により、日本所在の保険契約者は、
海外所在の外国保険業者や海外所在の保険
仲介者に容易にアクセスできるようになっ
た。また、場合によっては、日本所在の保険
契約者が、海外所在の外国保険業者や海外所
在の保険仲介者だとは思わずに、知らぬ間に
それらの者にアクセスしてしまっている事
態も生じ得るようになった。こうした場合に
保険契約の締結を規制する（原則禁止）のが
海外直接付保規制（保険業法186条）である。
このような状況を踏まえると、この海外直接
付保規制のあり方を再考する必要がある。 
しかしながら、この分野に関する研究は従
前より蓄積が少ない。近時においては、1995
年保険業法改正時の立法論として、落合誠一
「外国保険業者」（竹内昭夫編『保険業法の
在り方 下巻』有斐閣。1992 年）や石田満「外
国保険事業者に関する法律」（落合誠一他編
『現代企業立法の軌跡と展望』商事法務研究
会。1995 年）がある。そして、1995 年保険
業法改正後の解説としては、小林登「外国保
険業者」（東京海上火災保険『損害保険実務
講座補巻保険業法』有斐閣。1997 年）や 
関西保険業法研究会「保険業法逐条解説
（XXIII）」（生命保険論集 148 号。2004 年。
木下孝治）などがあるものの、この分野に特
化した最近の研究としては、木下孝治「外国
保険会社規制の目的と海外直接付保規制」
（阪大法学 52 巻 3・4号。2002 年）が存在す
る程度である。 
そこで、申請者は、近時の電気通信技術の
発展と普及の情勢を踏まえて、保険業法にお
ける保険契約の海外直接付保規制のあり方
を再考することとした。 
 
２．研究の目的 
上記１で述べたとおり、近時における電気
通信技術の著しい発展と価格低下により、日
本所在の保険契約者が海外所在の外国保険
業者に容易にアクセスする（場合によっては、
知らぬ間にアクセスしてしまう）状況になり
つつあり、海外への直接付保（日本の保険契
約者が、海外の保険業者と保険契約を締結す
ること）を禁止する海外直接付保規制（保険
業法 186 条）の在り方を再考する必要が生じ
ている。 
そこで、本研究では、 
①海外直接付保規制と、深い関連性を有する
筈の外国保険会社規制（保険業法 185 条）と
の規制間の整合性を検討するとともに、 
②海外直接付保規制の規制内容およびその
妥当性を今日的に検証することとした。 
 
３．研究の方法 
本研究計画は、 
①海外直接付保規制と、深い関連性を有する
筈の外国保険会社規制（保険業法 185 条）と
の規制間の整合性を検討するとともに、 

②海外直接付保規制の規制内容およびその
妥当性を今日的に検証するものである。 
 上記①②は関連する分野であるので、調査
や検討は同時並行的に行った。具体的には、
まず、国内で可能な調査（文献渉猟や国内実
地調査）を行ったうえで、日本の保険業法に
おける海外直接付保規制と外国保険会社規
制に関する法的論点の洗い出しと整理を行
った。そのうえで、欧州において、海外直接
付保規制や外国保険者の参入規制に関する
実態調査を行った。そして、海外における両
規制（海外直接付保規制および外国保険会社
規制）の現状をとりまとめ、日本法への示唆
を得た。 
 
４．研究成果 
 研究成果は、以下のとおり２つに分かれる。 
（１）海外保険者に対する参入規制間の整合
性検証 
 まず、日本の保険業法における、海外保険
者に対する参入規制の規制間の整合性に関
して検討を行った。 
 その結果、第１に、海外直接付保規制と外
国保険会社免許制との整合性の観点からは、
両規制とも「外国保険業者」概念を共通にし
ているが、免許制では「保険業」概念を、海
外直接付保規制では保険契約概念を基準と
しているがために、少なくとも表面的には整
合性に欠けている。 
保険業法にいう「保険業」とは、 
(a)一定の保険について、 
(b)その引受を行う事業のうち、特定のもの
を除いたものである（法 2条 1項）。つまり、
保険に関する事業の全てが「保険業」に該当
する訳ではないのである。 
 具体的には、上記(a)に関しては、法 3条 4
項（生命保険業免許の対象となる保険）各号
および法 3条 5項（損害保険業免許の対象と
なる保険）各号のいずれにも属さない保険が
これに当たる。こうした保険の引受を業とし
て行っても、「保険業」には該当しないので
保険業法上の免許（法 3条 1項）は不要であ
る。 
 また、上記(b)に関しては、法 3 条 4 項各
号、5 項各号が規定する保険の引受を業とす
る場合であっても、特定の除外事由（法 3条
1項各号）に該当する場合には、「保険業」に
は該当しないので保険業法上の免許はやは
り不要である。たとえば、団体内での保険引
受（外国会社を含むことがわざわざ明記され
ている。法 2条 1項 2号ロ。同号ハやニも同
様）や、少人数（1，000 人以下の者を相手方
とするもの。保険業法施行令 1条の 4第 1項）
を対象とする保険（法 2条 1項 3号）がこれ
に当たる。したがって、外資系企業の日本法
人または日本支社の従業員が世界に広がる
当該企業グループの団体内保険制度に加入
する場合には、たとえ日本国内で団体内保険
制度の運営がなされる場合であっても、保険
業法の免許制は適用されない。また、外国の



保険者（「外国保険業者」か否かを問わない）
が、日本において少人数保険（少人数共済と
呼ばれることが多い）の引受を行う場合も、
保険業法の免許制は適用されないのである。 
 他方、海外直接付保規制の規制対象は、あ
くまでも個々の保険契約の締結である（法
185 条 6 項、186 条 1 項）。換言すると、「保
険業」を行うことが規制対象となっている訳
ではない（海外直接付保規制においては、「保
険業」という用語は使用されておらず、保険
契約が規制対象である）。つまり、外国保険
会社規制と海外直接付保規制は、「保険業」
（法 2条 1項に定義がある）と保険契約（保
険業法に定義がない）という異なる概念に立
脚しているため、規制に齟齬が生じる惧れが
ある。 
第２に、海外直接付保規制には 2種類のも
のが存在するが（法185条 6項、186条 1項）、
両規制間の整合性の観点からは、「外国保険
業者」の日本への進出度合と海外直接引受の
可否とが必ずしも整合していないことが判
明した。 
すなわち、「外国保険業者」の日本への進
出度合と、その場合に適用される海外直接付
保規制は次のように整理されよう。なお、「外
国保険業者」の日本の保険市場への進出方法
としては、海外直接引受、日本に「支店等」
を設置して日本で行う保険引受、日本に内国
保険会社を設立して日本で行う保険引受、の
3 段階が一般に想定され、また、そのことを
前提とした議論がなされている。けれども、
最後者に関しては、少なくとも法的には、「日
本に設立した内国保険会社による保険引受、
および、『外国保険業者』による海外本支店
からの海外直接引受の組み合わせ」が経営の
選択肢として考えられる。法制度の是非を検
討するにあたっては、このことを念頭に置く
べきであろう。 
(a)日本に全く進出していない「外国保険業
者」 
海外直接引受は原則として禁止されてい
るが、日本市場にない先進的な保険商品につ
いては、顧客が許可（法 186 条 2項）を受け
れば、海外の本支店において海外直接引受で
きる（法 186 条 1項）。 
(b)日本に「支店等」を設けて進出している
「外国保険業者」 
日本に設けた「支店等」において保険引受
をしなければならないので、日本市場にない
（つまり、日本の監督当局の認可等を受けて
いない）先進的な保険商品は販売できない。      
販売するためには、日本に設けた「支店等」
が当該保険商品の認可等を日本の監督当局
から取得したうえで、日本の「支店等」が保
険契約を締結しなければならない（法 185 条
6項）。なお、当該「外国保険業者」の海外本
支店が、海外直接引受を行うことはできない
（同項）。 
(c)日本に内国保険会社を設立して進出して
いる「外国保険業者」 

日本国外の「外国保険業者」自身には、海
外直接付保規制（法 186 条 1項）が適用され
るので、海外直接引受は原則として禁止され
ているが、日本市場にない先進的な保険商品
については、顧客が許可（法 186 条 2項）を
受ければ、海外の本支店において海外直接引
受できると考えられる（法 186 条 1項。この
点に関しては上記(a)に同じ）。 
他方、当該「外国保険業者」が日本に設け
た内国保険会社の日本国内の本支店は、日本
市場にない（つまり、日本の監督当局の認可
等を受けていない）先進的な保険商品は販売
できない（この点に関しては上記(b)に同じ）。 
このように、「外国保険業者」による海外
直接引受は、当初は一部認められていたもの
が（上記(a)）、当該「外国保険業者」が日本
への進出の程度を強めるに従って、一旦は全
面的に禁止されるに至り（上記(b)）、さらに
進出度合いを強めると再び一部認められる
（上記(c)）ことになる。そもそも、直接進
出に関する規制はできる限り価値中立的な
ものとすべきであるとの立場からすると、現
行規制の整合性は必ずしも明確とは言えな
いかもしれない。特に、日本に内国保険会社
を設立して進出している場合に（上記(c)）、
それも当該「外国保険業者」グループ全体で
内国保険会社の過半数の議決権を保有する
ような場合には、親会社たる「外国保険業者」
への海外直接付保を例外的にでも認める必
要性や合理性を再検討する必要があるよう
に思われる。 
 
海外直接付保規制はきわめて通商政策的
意味合いの強い制度であり、本稿は海外直接
付保規制の是非自体を取り上げるものでは
ないが、以上の検討結果からすると、少なく
とも整合性のある規制を目指すべきである
と考えられる。 
（２）将来の通信越境取引への海外直接付保
規制の適否検討 
 次に、保険の通信による越境取引（以下、
通信越境取引という）に焦点を当てて、保険
業法はいかなる規制が設けているか、そして、
当該規制が近時の電気通信技術の著しい発
展と価格低下に適切に対応できるか否かを
確認した。 
その結果、現行法では適切な対応が困難で
あることが判明したので、立法論として、い
かなる制度を採用すべきかを検討した。具体
的には、先進国における規制状況を概観し、
また、保険の隣接業界である証券分野の規制
状況を概観したうえで、保険の通信越境取引
について日本が採用すべき規制を検討した。 
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